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要約
　日本経済・産業の動きを時系列産業連関表を基に2035年まで予測し
た。人口の減少を受け、経済は2020年をピークに縮小に向かう。ただ
し、人口一人当たりの国内生産は維持され、国民生活のレベルは維持され
る。
　労働力人口は、女性の就業率の上昇はあるものの、老齢人口の増大のため
に、労働参加率の低下があり、徐々に縮小する。一方で、労働生産性の向上
があるため、労働力不足はかろうじて避けられよう。
　労働生産性の伸びは経済成長率を上回るものの、実質賃金の伸びは労働生
産性の伸びを下回る。このことは労働分配率の低下を意味し、ひいては家計
消費の低下を引き起こし、成長の制約要因となっている。

はじめに

　ITI で構築維持している日本産業連関ダイナミック・モデル（JIDEA　
Ver.91）注 1 によれば、日本経済は 2035 年まで表 1 の如く推移すると予測さ
れる。オリンピック開催年の 2020 年まではゆるやかな成長を続けるが、そ
の後は人口縮小の影響が顕著となり、徐々に経済規模は縮小していく。消費、
投資ともに縮小し、2035 年には 2014 年のレベルをかなり下回り、輸出のみ
がこれらの縮小とは軌を一にせず、2014 年のレベルを上回っている。この間、
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日本経済は輸出に牽引されていくといえるだろう（表 1）。
　なお、予測の前提条件に関しては ITI ホームページ、http://www.iti.
or.jp/jidea_3.htm「日本産業連関動学モデル（JIDEA）のデータベースおよ
び推計値；2014 年～ 2035 年予測値データの形式」を参照。

表 1　日本経済の長期予測

（単位：2011 年価格、兆円、10 万人）

年

実質

GDP

消費計 投資計 輸出計 輸入計
国内生

産計

就業者

報酬

GDPデフ

レーター

(%)

従業者数

（10万人）

実質GDP

成長率

(%)

2014 470.3 381.4 104.0 76.0 91.1 928.7 259.6 1.54 637.1 -0.17

2015 466.4 373.6 105.0 79.0 91.2 924.0 258.5 0.92 634.9 -0.83

2016 474.2 376.0 106.8 80.6 89.2 943.4 264.9 -0.38 637.2 1.67

2017 475.4 376.8 106.3 82.7 90.4 947.1 264.9 -0.12 637.1 0.25

2018 479.1 379.9 106.7 84.1 91.7 955.7 266.2 -0.31 639.8 0.78

2019 482.1 382.4 107.0 85.5 92.8 963.4 267.2 -0.35 641.9 0.63

2020 483.4 383.7 106.0 86.8 93.0 967.5 267.1 -0.12 642.5 0.27

2021 481.2 382.2 104.9 86.7 92.6 964.6 265.5 -0.05 639.9 -0.46

2022 478.4 380.4 103.8 86.3 92.1 960.7 263.6 -0.03 637.0 -0.58

2023 475.4 378.2 102.6 86.1 91.5 956.6 261.7 0.06 634.1 -0.63

2024 472.2 375.9 101.4 85.8 91.0 952.0 259.7 0.08 631.0 -0.67

2025 468.9 373.5 100.3 85.6 90.4 947.9 257.8 0.10 628.2 -0.70

2026 466.0 371.1 99.2 85.4 89.7 944.5 255.9 0.03 625.3 -0.62

2027 462.7 368.5 98.1 85.0 88.9 940.5 254.0 0.09 622.2 -0.71

2028 459.1 365.7 96.9 84.6 88.1 936.1 252.0 0.14 619.1 -0.78

2029 455.4 362.7 95.7 84.2 87.2 931.5 249.9 0.18 615.9 -0.81

2030 451.5 359.6 94.5 83.8 86.3 926.7 247.9 0.22 612.8 -0.86

2031 447.4 356.3 93.2 83.3 85.4 921.5 245.7 0.28 609.4 -0.91

2032 443.3 353.1 91.9 82.9 84.6 916.5 243.7 0.30 606.4 -0.92

2033 439.0 349.7 90.6 82.4 83.7 911.3 241.6 0.34 603.3 -0.97

2034 434.6 346.2 89.3 81.9 82.8 905.9 239.5 0.38 600.1 -1.00

2035 430.1 342.6 87.9 81.5 81.9 900.2 237.4 0.45 597.0 -1.04

2014-35

年平均成

長率(%)

-0.42 -0.51 -0.80 0.33 -0.51 -0.15 -0.42 -5.69 -0.31 -

＊就業者報酬のみ名目、兆円。
＊データの出所はJIDEA Ver.91。以下の表及び図も特に断らない限り同じ。

1.　労働参加率の推計

　生産が縮小するために必要労働力も縮小するが、一方生産年齢人口も縮小
するため、そのバランスによって、労働力不足が生じるか、失業者が生じる
かが決まる。15 歳以上人口（= 労働人口）のうち、その何割が労働市場に
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参加するかを示すのが労働参加率である。労働参加率は所得レベルにより変
化するとともに、若年層では進学率の上昇により低下し、また一般的に社会
保障の充実により高齢者の労働参加率は低下する。一方、女性の就業率の上
昇により、労働参加率は上昇する。今後は後期高齢者の比率が高まることに
より、全体として、労働参加率はさらに低下しよう。下記の如くモデルでは
過去の実績に基づいて労働参加率を二つのケースによって予測してみたが、
この比率の行方が労働力の過不足に大きな役割を果たす。
　生産年齢人口及び労働力人口を 15 歳〜 64 歳、65 歳〜 69 歳、70 歳以上の
3 つに区分した統計（1968 年から 2014 年）が統計局から得られるが、これ
を基に、ケース I としては生産年齢人口を区分せず、その総数で生産年齢人
口を労働力人口で割って労働参加率を求め、それをトレンドにより 2035 年
まで延長した。ケースIIとしてはこの3区分のそれぞれで労働参加率を求め、
それぞれをトレンドにより 2035 年まで延長し、それらを統合して全体の労
働参加率とした。
　推計結果を見ると、ケース I とケース II では大きな違いがあり、ケース I
では労働参加率は 2017 年をピークに減少に向かうのに対し、ケース II では
2017 年からさらに増大する（図 1）。さらにこの両ケースをモデルに組み込
んで、経済の動きと連動させて、就業者数及び失業者数を推計したのが表 3
である。ケースIでは2035年の失業率が1.16%とほぼ完全雇用の状態となり、
部門によっては労働力不足が生じている可能性がある。ケース II では失業
率は 4.5％と労働力不足は生じない。
　ケース II の方が年齢階層別の人口の増減を反映し、より正確ではないか
とみられるが、実際には、15 歳〜 64 歳の階層の労働参加率は 2010 年の
74.01％からさらに上昇し 2035 年には 82.66％に達することになる。女性を
含み、かつ学齢期を含むこの階層の 8 割以上が労働に従事するというのはや
や非現実的であろう。従って、本モデルではケース I を採用することにした。
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表 2　高齢者の増加に伴う労働参加率の推定
（単位：万人、%）

15歳以上 15～64歳 65～69歳 70歳以上

15歳以上労

働参加率

(%)

労働力人口 15～64歳 65～69歳 70歳以上

統合労働

参加率(%)

労働力人口

1995 10,553 8,697 635 1,178 63.43 6,674 71.53 39.84 16.30 63.43 6,674

2000 10,842 8,656 707 1,473 62.44 6,787 72.46 37.48 15.55 62.44 6,787

2005 11,018 8,462 740 1,806 60.42 6,640 72.64 34.73 13.68 60.42 6,640

2010 11,121 8,171 829 2,111 59.69 6,632 74.01 37.64 12.93 59.69 6,632

2015 11,115 7,739 966 2,405 59.63 6,622 75.95 42.75 13.89 59.63 6,639

2020 11,025 7,431 991 2,678 60.10 6,547 78.42 46.95 14.53 60.52 6,651

2025 10,847 7,194 849 3,118 59.45 6,419 79.84 49.69 14.31 61.15 6,607

2030 10,591 6,899 809 3,273 58.79 6,246 81.25 52.43 14.08 61.69 6,513

2035 10,275 6,516 863 3,232 58.13 6,040 82.66 55.17 13.86 61.95 6,380

実

績

予

測

case-I人口推移(実績および予測） 労働参加率(%) case-II

資料：�労働力率は統計局ホームページ　http://www.stat.go.jp/data/roudou/longtime/03roudou.html　
年齢階級			 

　　　（5歳階級）別労働力人口及び労働力人口比率（1968年〜2014年）
　　　�人口は社会保障・人口問題研究所：出生中位（死亡中位）推計(平成29年推計）http://www.ipss.
　　　go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2017/db_zenkoku2017/db_s_suikeikekka_1.html

図 1　労働参加率予測（％）
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図１．労働力率予測 (%)
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表 3　人口と就業者数：ケース I とケース II の比較
（単位：万人）

1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035

12,557 12,693 12,777 12,806 12,709 12,532 12,254 11,912 11,522

2,003 1,851 1,759 1,684 1,594 1,508 1,407 1,321 1,246

10,554 10,842 11,018 11,122 11,115 11,025 10,847 10,591 10,276

1,828 2,204 2,576 2,948 3,387 3,619 3,677 3,716 3,782

6,674 6,787 6,640 6,632 6,622 6,547 6,419 6,246 6,040

6,446 6,462 6,350 6,298 6,349 6,425 6,282 6,128 5,970

228 325 291 334 273 122 137 119 70

3.42 4.79 4.38 5.04 4.12 1.86 2.14 1.9 1.16

6,674 6,787 6,640 6,632 6,640 6,651 6,607 6,513 6,380

6,446 6,462 6,350 6,298 6,356 6,464 6,350 6,223 6,092

228 325 291 334 284 187 257 290 288

3.42 4.79 4.38 5.04 4.28 2.82 3.88 4.45 4.51

　失業率(%)

　労働力人口

　就業者数

　失業者数

　失業率(%)

　15歳以上65歳未満

　65歳以上人口

　労働力人口

　就業者数

　失業者数

総人口

実　　　　　績 予          測

 

　15歳未満人口

ケースI

ケースII
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2.　向上する労働生産性

　縮小する日本経済の下にあって、日本の雇用（＝従業者数）はどの様に推
移することになるだろうか。モデルの雇用は、労働力投入係数（生産 1 単位
当たり必要な労働力、労働生産性の逆数）を、モデルで予測される実質国内
生産額に掛けて推計される。生産 1 単位当たり必要な労働力は、生産に関わ
る技術水準及び生産設備量（資本ストック）、さらには生産に関わる諸規制、
社会体制により決まり、時間の推移により変化する。モデルでは、労働者一
人当たりの年間労働時間を組み込んで総投入労働時間とし、それを基に労働
力投入係数を計算している。従って、ここでの労働生産性は、就業者数の減
少と労働時間の縮小の両方が影響する。
　人口が減少し、経済規模が縮小しても、人口一人当たりの生産はわずかな
がら増大している背景には労働生産性の向上がある（表 7、表 8）。労働生産
性に関して、実質国内生産額を就業者数で割った値と定義し、2015 年を 100
とした指数でみてみると表 4 の通りである。産業全体では 2035 年で 106.1
と 6% の向上を示すのに対し、製造業計は 99.9、サービス業全体は 100.3 と
ほぼ横ばいである。その他製造業が 124.2 と突出しているが、これはその他
製造業に部門分類の変更があったためで、無視すべきであろう。対事業所サー
ビスの突出は、ソフトウェア外部調達、情報サービスなどの近年の高い伸び
を反映したものである。建築・土木は 87.8 と大きく減少しているが、これ
は建築投資が 2010 年の底としてピーク時の 6 割に落ち込むという建築不況
の結果であり、その後回復途上にある。
　1995 年から 2035 年までの変化を 10 年おきに見てみると（図２）、農林水産・
鉱業、電気・ガス・水道、輸送機器は大きな変化はなく、食料・飲料、繊維・
パルプ・木製品、建築・土木は低下、化学・石油・ゴム・窯業、機械機器、
その他製造は総じて上昇している。
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表 4　労働生産性（実質国内生産額 / 就業者数）
（2015 年 =100）

1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035

99.0 101.9 105.4 97.6 100.0 103.0 104.1 105.3 106.1

91.8 107.9 115.8 106.3 100.0 113.7 114.1 112.6 110.7

96.6 101.5 105.2 96.7 100.0 101.0 100.8 100.5 99.9

116.6 116.3 112.7 98.3 100.0 99.9 100.2 100.5 100.9

108.2 109.5 112.4 99.6 100.0 97.7 92.0 85.6 79.0

100.2 117.2 122.9 113.7 100.0 102.0 103.4 105.2 107.3

105.2 117.6 126.6 105.3 100.0 99.9 99.4 98.8 97.9

63.0 73.0 90.3 91.3 100.0 104.9 108.2 111.2 113.6

93.7 101.8 116.7 104.1 100.0 99.7 99.6 99.5 99.5

88.4 90.1 86.0 89.6 100.0 105.7 111.5 117.6 124.2

111.0 108.7 94.1 85.9 100.0 97.5 94.6 91.4 87.8

102.1 107.4 108.8 98.8 100.0 100.8 100.1 99.2 98.2

114.0 101.2 100.2 91.8 100.0 102.0 101.4 100.9 100.3

82.9 81.4 94.8 91.2 100.0 99.5 100.1 101.1 102.4

92.7 106.6 104.3 102.4 100.0 107.4 111.4 114.9 117.8

111.5 119.9 129.1 105.6 100.0 100.1 99.6 99.0 98.2

79.7 83.6 89.5 93.4 100.0 115.8 125.8 137.9 144.8

154.1 114.6 96.7 85.0 100.0 101.9 97.5 93.3 88.9

　運輸・通信・情報

　公務・教育・医療他

　対事業所サービス

　対個人サービス・他

実　　　　　績

　その他製造

　建築・土木

　電気・ガス・水道

サービス業計

　商業・金融・不動産

　繊維・パルプ・木製品

  化学・石油・ゴム・窯業

　鉄鋼・非鉄・金属製品

　機械機器

　輸送機器

 

総合計

　農林水産・鉱業

製造業計

　食料・飲料

予　　　　　　　測

 
図 2　製造業生産性指数推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2015 年＝ 100）
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図２．製造業生産性指数推移 （2015年=100）

1995 2005 2025 2035

　実質付加価値額（= 実質 GDP）の伸びを就業者数の伸びと比較してみる
と（図 3）、国内生産額、就業者数共に減少しているものの、就業者数の伸
びの方が低く、その結果付加価値額を就業者数で割った労働生産性は上昇す
ることになる（表 5）。就業者数に年間労働時間をかけた総投入労働時間で
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付加価値額を割った投入労働時間当たり生産性を見ると、就業者数当たりの
生産性よりも高くなる。これはその間の労働時間が減少しているためである。
　付加価値生産性の伸びに見合った実質賃金の伸びがあれば、労働者の所得
は GDP の伸びに見合った上昇ということになるが、図３に示す通り、一人
当たり実質賃金の伸びは生産性の伸びを下回っている。労働分配率が縮小し
ているためである。労働分配率の縮小は可処分所得の減少を招き、ひいては
低成長の要因となっている。

図 3　付加価値額・就業者数・生産性指数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　（2015 年＝ 100）
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図３．付加価値額・就業者数・生産性指数 (2015年=100）

就業者数計

実質付加価値額計

投入労働時間当り生産性

就業者当り生産性

就業者1人当り実質賃金

表 5　生産額・付加価値・労働生産性比較

1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035

実質国内生産額計(兆円） 936.8 940.9 972.7 900.0 924.0 967.5 947.9 926.7 900.2

就業者数計(千人） 6,722.0 6,561.0 6,553.0 6,549.0 6,563.0 6,670.0 6,468.0 6,248.0 6,025.0

実質付加価値額計(兆円） 443.6 458.6 464.2 429.2 443.5 464.2 455.5 445.0 429.9

投入労働時間当り生産性(円） 346.1 377.8 391.1 373.4 390.2 401.6 408.5 415.3 418.7

就業者当り生産性(万円） 660.0 699.0 708.3 655.3 675.8 695.9 704.4 712.1 713.5

就業者1人当り実質賃金（万円） 405.2 420.3 394.1 374.1 387.2 401.6 398.6 393.2 383.3

実質国内生産額計 101.4 101.8 105.3 97.4 100.0 104.7 102.6 100.3 97.4

就業者数計 102.4 100.0 99.9 99.8 100.0 101.6 98.5 95.2 91.8

実質付加価値額計 100.0 103.4 104.7 96.8 100.0 104.7 102.7 100.3 96.9

投入労働時間当り生産性 88.7 96.8 100.2 95.7 100.0 102.9 104.7 106.4 107.3

就業者当り生産性 97.7 103.4 104.8 97.0 100.0 103.0 104.2 105.4 105.6

就業者1人当り実質賃金 104.6 108.6 101.8 96.6 100.0 103.7 102.9 101.5 99.0

実　　　　　績 予          測

指数化（2015年＝100）

 

＊投入労働時間当り生産性＝実質国内生産額/投入労働時間
＊賃金は家計消費デフレータで実質化
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　このような労働生産性の推移の結果、日本経済の必要とする労働力は表 6
の就業者数の通りとなる。総人口は 2035 年には 2015 年の 1 億 2,700 万人か
らほぼ 1 割減少し、1 億 1,520 万人となり、そのとき 65 歳以上人口が総人口
に占める比率は 2015 年の 26.7% から 32.8% と大きく増大する。労働参加率
を 2015 年の 59.6% から 2035 年には 58.8% へと減少すると仮定すれば、労働
力人口は 6,620 万人から 6,040 万人へと 580 万人減少する。
　この間の GDP 経済成長が表７に示すとおり、2015 年の 466 兆円から 2035
年の 430 兆円と約 8% の減少となる一方、就業者数は 6,350 万人から 5,970
万人と 380 万人（約 6％）の減少となる。

表 6　人口と就業者数推計
（単位：万人）

 

1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035

総人口 12,557 12,693 12,777 12,806 12,709 12,532 12,254 11,912 11,522 101.2 90.7

10,554 10,842 11,018 11,122 11,115 11,025 10,847 10,591 10,276 105.3 92.5

　65歳以上人口 1,828 2,204 2,576 2,948 3,387 3,619 3,677 3,716 3,782 185.3 111.7

　15歳未満人口 2,003 1,851 1,759 1,684 1,594 1,508 1,407 1,321 1,246 79.6 78.2

　労働力人口 6,674 6,787 6,640 6,632 6,622 6,547 6,419 6,246 6,040 99.2 91.2

　就業者数 6,446 6,462 6,350 6,298 6,349 6,425 6,282 6,128 5,970 98.5 94.0

　失業者数 228 325 291 334 273 122 137 119 70 119.7 25.6

　失業率(%) 3.4 4.8 4.4 5.0 4.1 1.9 2.1 1.9 1.2

　労働参加率(%) 63.2 62.6 60.3 59.6 59.6 59.4 59.2 59.0 58.8

　65歳以上人口比率(%) 14.6 17.4 20.2 23.0 26.7 28.9 30.0 31.2 32.8

　就業率(%) 61.1 59.6 57.6 56.6 57.1 58.3 57.9 57.9 58.1

一人当り年間労働時間 1,906.6 1,850.2 1,811.0 1,754.9 1,731.9 1,733.0 1,724.0 1,714.7 1,704.3

　15歳以上65歳未満人口

実　　　　　績 予          測 2015/1995

変化率(%)

2035/2015

変化率(%)

 

　この間に失業者数は270万人から70万人へと縮小、失業率は4.1%から1.2%
と、自然失業を考慮するならほぼ完全雇用に近い状態となる。2035 年の経
済成長が本予測よりも高まるならば、あるいは労働参加率がさらに低下する
なら、雇用不足はさらに深刻なものとなろう。女性の労働参加の向上のため
には、保育園などの増設、あるいはパートタイム労働者の賃金、社会保険の
天井と言われる制度の改善などの諸施策が急がれる。社会的な女性の地位向
上、女性を取り巻く社会環境の改善、育児を社会全体で支える体制の整備な
ど、人口増加のための諸施策、社会体制の変革も急務であろう。
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3.　縮小するGDP

　それではこのような労働状況を生み出す背景である経済の動きを見てみよ
う。日本経済は 2008 年のリーマンショックによる金融危機、2011 年東日本
大震災と大きな試練を乗り越えて緩やかな経済回復を続けてきた。
　アベノミックスの大胆な金融緩和、東日本大震災復興のための政府支出
増、2020 年東京オリンピックの開催準備などにより、経済は緩やかな回復
を見せている。とはいえ、アベノミックスの 2 本目、3 本目の矢としての機
動的な財政政策、民間投資を喚起する投資戦略など、様々な成長戦略は具体
的な成果を得るには至らず、やがて緩やかな経済縮小過程に入っていく。モ
デルに組み込まれた産業連関表は 1995 年から 2014 年までであるが、さらに
2015 年に関してはマクロ経済の数値が発表されているため、その成果を織
り込んでいる。日本経済は 2020 年をピークに人口縮小の影響を受け、徐々
に縮小する（図 4）。

図 4　支出項目別実質 GDP
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2011 年価格、兆円） 
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図４．支出項目別実質GDP (2011年価格、兆円）

財･サービス輸入(控除）

財･サービス輸出

投資支出計

消費支出計

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


国際貿易と投資　No.112　◆ 109

2035 年に向かって縮小する日本経済

　GDP の支出項目で 2035 年の値の 2015 年に対する変化率を見ると、消費
全体の縮小は GDP の縮小 92.2% よりやや小さく 91.7% であるが、投資は
83.7% と消費よりもさらに小さく縮小し、民間投資 88.2% よりも政府投資
67.3% の方が小さくなる（表 7）。民間投資の縮小は、市場の縮小に合わせて、
企業規模の縮小が図られるためで、一方で海外投資の拡大その背後にある。
本モデルでは政府投資は 1 期前の政府投資総額に基づいた配分関数を用いて
いるため、この予測となったが、政府の政策変更によってはこの値は大きく
変わる可能性がある。
　財・サービスの貿易においては、輸出のみが 103.2% と 2015 年に比べて
拡大し、この間の日本経済は輸出によって牽引されることになる。輸入は
89.8% と大きく縮小し、貿易収支の赤字幅は徐々に縮小する。ただし、為替
レートおよび原燃料価格は 2017 年期末値で 2035 年まで固定しているので、
為替レートあるいは原燃料の動きによっては異なる結果が生じる注 2。
　経済全体は縮小するものの、これを人口一人当たりで計算して、2015 年
を 100 とした 2035 年の値（＝ 2035/2015 変化率）をみると、GDP は 101.7、
消費は 101.2 と共に 2015 年レベルをほぼ維持し、国内生産は 107.5、付加価
値は 108.1 と、むしろ 2015 年をかなり上回っている（表 8）。人口が縮小し、
経済規模が縮小しても、一人当たりの国内生産は増えており、国民一人当た
りの生活水準は維持されるとみられる（表 8）。

表 7　支出項目別実質 GDP
（単位：２０11 年価格、兆円）

 

1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035

国内総生産（GDP) 476.5 489.4 500.8 461.2 466.4 483.4 468.9 451.5 430.1 97.9 92.2

消費支出計 364.5 383.2 393.6 370.4 373.6 383.7 373.5 359.6 342.6 102.5 91.7

　家計外消費 19.9 18.9 16.7 15.1 13.2 12.6 11.5 10.3 9.1 66.3 69.3

　家計消費 271.0 281.2 283.5 276.3 274.9 282.2 275.2 264.9 251.9 101.4 91.7

　政府消費 73.6 83.1 93.4 79.0 85.5 88.8 86.8 84.4 81.5 116.2 95.3

投資支出計 137.2 127.3 116.3 96.8 105.0 106.0 100.3 94.5 87.9 76.6 83.7

　民間固定資本形成 94.4 89.8 89.5 74.7 78.8 81.5 77.8 74.0 69.6 83.5 88.2

　政府固定資本形成 40.9 37.6 25.1 21.1 23.9 22.2 20.2 18.2 16.1 58.5 67.3

　在庫変動 1.9 -0.2 1.7 1.1 2.3 2.3 2.3 2.3 2.3 119.6 100.0

財･サービス輸出（名目） 46.8 57.8 73.7 73.9 87.6 92.5 90.2 87.1 83.9 187.2 95.7

財･サービス輸入(名目） -43.7 -54.6 -72.4 -74.9 -100.9 -96.4 -93.1 -87.5 -80.5 230.9 79.8

輸出入バランス(名目） 3.1 3.2 1.3 -1.0 -13.3 -4.0 -3.0 -0.4 3.4 - -

一人当り実質家計消費(万円） 420.5 435.2 446.5 438.7 433.0 439.2 438.0 432.3 422.0 103.0 97.5

実　　　　　績 予　　　測 2035/2015

変化率(%)

2015/1995

変化率(%)

＊在庫変動は2015年以降2015年値で固定した。
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表 8　人口一人当たり実質 所得・消費・他
（単位：2011 年価格、千円）

1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035

一人当たりGDP 3,795 3,856 3,920 3,601 3,670 3,857 3,827 3,791 3,733 96.7 101.7

一人当たり消費 2,903 3,019 3,080 2,893 2,940 3,061 3,048 3,019 2,973 101.3 101.2

一人当たり家計消費 2,158 2,216 2,219 2,158 2,163 2,252 2,246 2,224 2,187 100.2 101.1

一人当たり投資 1,093 1,003 910 756 826 846 818 793 763 75.6 92.4

一人当たり国内生産 7,460 7,413 7,613 7,028 7,271 7,720 7,735 7,780 7,814 97.5 107.5

一人当たり付加価値 4,144 4,210 4,097 3,683 3,754 4,028 4,035 4,054 4,059 90.6 108.1

一人当たり実質賃金 2,169 2,173 2,021 1,912 1,999 2,137 2,103 2,062 2,005 92.1 100.3

就業者一人当たり賃金 4,053 4,203 3,941 3,739 3,871 4,016 3,985 3,932 3,835 95.5 99.1

実　　　　　績 2015/1995

変化率(%)

2035/2015

変化率(%)

＊��付加価値は国内需要デフレータで、賃金は家計消費デフレータで実質化
　

おわりに

　JIDEA Ver.91 モデルはボトムアップ・モデルであり、85 × 85 部門の産
業連関表を基に、消費、投資、輸出入を、あるいは就業者報酬、営業余剰、
固定資本減耗などを部門別に推計し、その合計としてマクロ経済の動きを描
出する注 3。マクロ経済の背景には産業構造の変化の基盤を有し、産業別あ
るいは消費、投資、雇用者報酬など様々なコンポーネントに外生ショックを
与えることで、その波及効果が分析できる。本邦における類似モデルは少な
く、比較が難しいが、マクロ経済の動きを本モデルのベースラインと日経セ
ンターとで比較したのが表 9 である。
　日経センターのモデルでは成長のレベルが高めに出ているが、本モデルと
方向性はほぼ一致しているといえよう（表 9 および図 5、図 6）。

表 9　経済予測：日経センターとの比較

06-10 11-15 16-20 21-25 26-30 06-10 11-15 16-20 21-25 26-30 31-35

実質経済成長率 0.0 1.0 1.1 0.6 0.6 -1.6 -0.6 0.5 -0.6 -0.8 -1.0

名目成長率 -1.0 1.3 1.5 0.8 0.9 -2.0 0.1 0.3 -0.6 -0.6 -0.6

消費者物価 -0.1 0.7 0.9 0.7 0.9 -0.6 0.4 0.1 0.1 0.2 0.4

一人当たり雇用者報酬 -0.8 0.2 1.2 1.1 1.0 -2.4 0.9 -0.1 -0.1 -0.1 -0.1

労働力人口(伸び率） -0.1 0.0 0.3 -0.4 -0.5 -0.1 0.1 -0.3 -0.4 -0.6 -0.7

完全失業率＊ 4.4 3.9 2.8 2.6 2.5 4.4 4.1 2.8 2.0 2.0 1.5

日経センター予測：標準シナリオ

（年度）年平均伸び率、＊は期間平均

JIDEA　Ver.91　ベースライン

（暦年）年平均伸び率、＊は期間平均

＊��日経センター予測：第44回中期経済予測（2017-2030年度）要旨 https://www.jcer.or.jp/research/
middle/detail5346.html
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図 5　日経センター予測：経済成長率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
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図５．日経センター予測：経済成長率 (単位：％）
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図 6　JIDEA モデル予測：経営成長率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：％）
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図６．JIDEAモデル予測：経済成長率 (単位：％）
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注
１	 モデルの構造はhttp://www.iti.or.jp/jidea.htmを参照。
２	 労働力人口＝就業者数＋失業者数
３	� 本予測の数値はITI調査研究シリーズNo.72「JIDEA91モデルによる2035年までの日本経済

予測」と若干異なる。労働参加率の設定を若干変更したためである。
４	 各コンポーネントの推計結果は、http://www.iti.or.jp/jidea_3.htmを参照のこと。

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/jidea.htm%E3%82%92%E5%8F%82%E7%85%A7%E3%80%82
http://www.iti.or.jp/jidea_3.htm%E3%82%92%E5%8F%82%E7%85%A7%E3%81%AE%E3%81%93%E3%81%A8%E3%80%82
http://www.iti.or.jp/



